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  (百万円未満切捨て)

1．2022年3月期第1四半期の連結業績（2021年4月1日～2021年6月30日） 

（1）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2022年3月期第1四半期 23,568 22.3 4,287 27.1 4,450 33.8 3,106 33.4 

2021年3月期第1四半期 19,275 25.0 3,373 91.9 3,325 96.2 2,328 77.3 
 
（注）包括利益 2022年3月期第1四半期 3,547 百万円 （40.0％）  2021年3月期第1四半期 2,533 百万円 （899.7％） 

 

 
1株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 
1株当たり 

四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

2022年3月期第1四半期 110.03 － 

2021年3月期第1四半期 81.88 － 

 

（2）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

2022年3月期第1四半期 180,886 77,279 42.5 2,725.24 

2021年3月期 179,001 76,497 42.5 2,696.84 
 
（参考）自己資本 2022年3月期第1四半期 76,941 百万円   2021年3月期 76,139 百万円 

 

2．配当の状況 

 
年間配当金 

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

2021年3月期 － 65.10 － 95.10 160.20 

2022年3月期 －        

2022年3月期（予想）   65.10 － 32.55 － 
 
（注）1．直近に公表されている配当予想からの修正の有無： 有    

2．当社は、2021年10月1日を効力発生日として、普通株式1株につき2株の割合で株式分割を行う予定です。2022年

3月期（予想）の1株当たり期末配当金については、当該株式分割の影響を考慮した金額を記載し、年間配当金

合計は「－」と記載しています。株式分割を考慮しない場合の2022年3月期（予想）の期末配当金は65円10銭、

年間配当金は130円20銭となります。 



3．2022年3月期の連結業績予想（2021年4月1日～2022年3月31日） 

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率） 
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

1株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第2四半期（累計） 48,100 － 8,400 － 8,400 － 6,400 － 226.69 

通期 91,900 － 15,000 － 14,900 － 11,200 － 198.35 
 
（注）1．直近に公表されている業績予想からの修正の有無： 有    

2．2022年3月期の期首より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号）等を適用するため、上記の連結

業績予想は当該会計基準等を適用した後の金額となっており、対前期及び対前年同四半期増減率は記載してい

ません。 

3．当社は、2021年10月1日を効力発生日として、普通株式1株につき2株の割合で株式分割を行う予定です。2022年

3月期の連結業績予想における通期の1株当たり当期純利益については、当該株式分割の影響を考慮していま

す。なお、当該株式分割を考慮しない場合の1株当たり当期純利益は、396円70銭となります。 

 

※  注記事項 

（1）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）： 無    

 

（2）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無    

 

（3）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ： 有    
 

②  ①以外の会計方針の変更                      ： 無    
 

③  会計上の見積りの変更                        ： 無    
 

④  修正再表示                                  ： 無    

（注）詳細は、添付資料5ページ「1．四半期連結財務諸表及び主な注記（3）四半期連結財務諸表に関する注記事

項（会計方針の変更）」をご覧ください。 

 

（4）発行済株式数 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年3月期1Ｑ 28,998,502 株 2021年3月期 28,998,502 株 

②  期末自己株式数 2022年3月期1Ｑ 765,379 株 2021年3月期 765,719 株 

③  期中平均株式数（四半期累計） 2022年3月期1Ｑ 28,232,976 株 2021年3月期1Ｑ 28,437,028 株 

（注）自己株式数には、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与ESOP信託口）が所有する当社株式が含

まれています。 

 
 

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です。 

 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
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1．四半期連結財務諸表及び主な注記

（1）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2021年 3月31日) 
当第1四半期連結会計期間 

(2021年 6月30日) 

資産の部    
流動資産    

現金及び預金 54,705 51,378 
受取手形及び売掛金 22,527 24,814 
商品及び製品 6,621 6,742 
仕掛品 1,530 1,483 
原材料及び貯蔵品 5,297 5,620 
その他 2,332 1,749 
貸倒引当金 △77 △86 
流動資産合計 92,937 91,701 

固定資産    
有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 16,458 18,273 
その他（純額） 29,889 31,444 

有形固定資産合計 46,348 49,717 
無形固定資産    

のれん 6,404 6,294 
販売権 19,508 19,085 
顧客関連資産 6,428 6,309 
その他 2,608 2,670 

無形固定資産合計 34,949 34,359 
投資その他の資産    

その他 4,937 5,264 
貸倒引当金 △171 △157 

投資その他の資産合計 4,765 5,107 

固定資産合計 86,063 89,184 
資産合計 179,001 180,886 

負債の部    
流動負債    

支払手形及び買掛金 7,907 8,980 
短期借入金 10,494 10,325 
１年内返済予定の長期借入金 11,391 11,503 
未払法人税等 1,434 1,768 
賞与引当金 907 1,445 
その他の引当金 139 252 
その他 5,831 5,774 

流動負債合計 38,107 40,049 
固定負債    

長期借入金 59,333 58,334 
退職給付に係る負債 150 151 
その他の引当金 87 199 
その他 4,826 4,871 

固定負債合計 64,397 63,557 

負債合計 102,504 103,607 
純資産の部    

株主資本    
資本金 9,499 9,499 
資本剰余金 14,985 14,985 
利益剰余金 53,065 53,474 
自己株式 △3,365 △3,364 

株主資本合計 74,184 74,594 
その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 203 278 
為替換算調整勘定 1,751 2,069 
退職給付に係る調整累計額 △0 △0 

その他の包括利益累計額合計 1,954 2,347 
非支配株主持分 357 337 

純資産合計 76,497 77,279 

負債純資産合計 179,001 180,886 
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（2）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第1四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第1四半期連結累計期間 
(自 2020年 4月 1日 
 至 2020年 6月30日) 

当第1四半期連結累計期間 
(自 2021年 4月 1日 

 至 2021年 6月30日) 

売上高 19,275 23,568 

売上原価 10,902 13,454 

売上総利益 8,373 10,114 

販売費及び一般管理費 4,999 5,826 

営業利益 3,373 4,287 

営業外収益    

受取利息 11 15 

受取配当金 10 9 

為替差益 － 2 

受取補償金 － 178 

業務受託料 14 3 

その他 33 47 

営業外収益合計 69 256 

営業外費用    

支払利息 46 59 

為替差損 24 － 

消費税差額 29 24 

その他 17 10 

営業外費用合計 117 94 

経常利益 3,325 4,450 

税金等調整前四半期純利益 3,325 4,450 

法人税、住民税及び事業税 1,027 1,382 

法人税等調整額 △47 △88 

法人税等合計 979 1,293 

四半期純利益 2,346 3,156 

非支配株主に帰属する四半期純利益 18 50 

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,328 3,106 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第1四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第1四半期連結累計期間 
(自 2020年 4月 1日 
 至 2020年 6月30日) 

当第1四半期連結累計期間 
(自 2021年 4月 1日 

 至 2021年 6月30日) 

四半期純利益 2,346 3,156 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 99 74 

為替換算調整勘定 89 316 

退職給付に係る調整額 △1 △0 

その他の包括利益合計 187 390 

四半期包括利益 2,533 3,547 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 2,512 3,499 

非支配株主に係る四半期包括利益 21 48 
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（3）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更等）

（収益認識に関する会計基準等の適用） 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当第1四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時

点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しています。 

なお、収益認識会計基準の適用指針第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品又は製品の国内の販売

において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合に

は、出荷時に収益を認識しています。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従

っており、当第1四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、

当第1四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用していま

す。 

この変更による当第1四半期連結累計期間の損益及び当第1四半期連結会計期間の利益剰余金の期首残高に

与える影響はありません。 

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用） 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年7月4日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第1四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会

計基準」（企業会計基準第10号 2019年7月4日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計

基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしています。この変更による当第1四半期

連結会計期間及び当第1四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表に与える影響はありません。
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